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Ⅳ 資料 

１ 点検・評価体制 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市川市教育振興基本計画推進会議…市川市教育振興基本計画の進⾏管理及び⾒直しを円滑に進め
るために、教育委員会事務局内に設置された会議組織。教育次⻑を議⻑とし、教育委員会事務局各
部の部⻑・次⻑・筆頭課⻑で組織する。 

 

 

市川市教育委員会 

点検・評価主体 

市川市教育振興審議会 

 

教育委員会が行った点検・評価

について、教育委員会の諮問を

受けて調査審議し、意見を答申

する。 

市川市教育振興基本計画推進会議※ 

 

施策ごとの成果指標をもとに、

教育委員会事務局による点検・

評価を実施し、その報告書を 

作成する。 

事業担当部署 

 

施策ごとの成果指標について 

調査し、その結果を報告する。 

報 告 書 の 公 表 

答申 

設置 報告書提出 

点検結果 

提 出 

諮問 
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２ 市川市教育振興審議会設置根拠 
 
市川市教育振興審議会条例 

（設置） 
第１条 本市に、地⽅⾃治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に

基づき、市川市教育振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。 
 
（任務） 

第２条 審議会は、次に掲げる事項について、教育委員会の諮問に応じ調査審議する
とともに、必要に応じ建議することができる。 
⑴ 教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）第 17 条第２項の規定により定める教育

振興基本計画に関する事項 
⑵ 地⽅教育⾏政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 26 条

第１項の規定に基づく教育委員会の権限に属する事務の管理及び執⾏の状況につ
いての点検及び評価に関する事項 

 
（組織） 

第３条 審議会は、委員 10 ⼈以内で組織する。 
２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置く

ことができる。 
 
（委員及び臨時委員） 

第４条 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 
⑴ 学識経験のある者 
⑵ 学校教育の関係者 
⑶ 幼稚園、⼩学校、中学校、義務教育学校⼜は特別⽀援学校に在学する幼児、 

児童⼜は⽣徒の保護者 
⑷ 地域における教育の向上に資する活動を⾏う者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補⽋の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。 

３〜５（略） 
 

第５条〜第９条（略） 
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附 則 
（施⾏期⽇） 

１ この条例は、平成 23 年４⽉１⽇から施⾏する。 
（市川市特別職の職員の給与及び報酬並びに旅費及び費⽤弁償に関する条例の⼀部

改正） 
２（略） 

《中略》 

附 則（平成 29 年３⽉ 16 ⽇条例第 10 号） 
この条例は、平成 29 年４⽉１⽇から施⾏する。 
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３ 審議会への諮問及び答申 

⑴  諮問書
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⑵  答申書 
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